
   生駒市商業エリア新規出店チャレンジ応援事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、商業エリアにおいて市外からも集客が見込める魅力ある店舗の

開設に新たにチャレンジする者を支援することで、商業エリアの活性化が図られる

新規出店のモデルを創出することを目的とし、新規出店者に対し予算の範囲内で

補助金を交付することに関し、生駒市補助金等交付規則（平成２０年１０月生駒市

規則第１９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。 

 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者は、次の各号すべてに該当する者とする。 

（１） 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条の規定に該当する者（以下、

「中小企業者」という。） 

（２） 中小企業者の中で、個人で事業を営む者（以下、「個人事業者」という。）はｲ

を、法人はﾛを第８条に規定する実績報告までに提出できる者 

ｲ 個人事業の開業・廃業等届出書（税務署の受付がされたことが確認できるも

のに限る。）の写し 

ﾛ 会社登記簿等（発行から３ヶ月以内のものに限る。）及び開業する店舗の市内

所在地が確認できる法人開設異動届(生駒市の受付がされたことが確認できる

もの限る)の写し。ただし、会社登記簿等で開業する店舗の市内所在地が確認

できる場合は、法人開設異動届の提出を省略することができる。 

（３） 令和６年６月１日から令和７年２月２８日までの間に、都市計画法（昭和４３年

法律第１００号）第８条第１号における近隣商業地域及び商業地域（以下「商業エ

リア」という。）に新たに店舗を開設する者 



２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は補助金の交付申

請が出来ない。 

（１） 次のいずれかに該当する中小企業者 

ｲ 発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業（中

小企業者以外の事業者をいう。以下同じ。）が所有している中小企業者 

ﾛ 発行済株式の総数又は出資価額の総額の３分の２以上を大企業が所有して

いる中小企業者 

ﾊ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めて

いる中小企業者 

ﾆ 大手フランチャイズ店の類に該当する中小企業者。 

（２） 生駒市内で営業している店舗（以下、「営業店舗」という。）を持つ者で、営業

店舗を閉業し新たに同種の店舗を開設する者（営業店舗の閉業を予定している

者も含む） 

（3） 生駒市における暴力団の排除の推進に関する条例（平成２３年３月生駒市

条例第２９号）第２条第１号に規定する暴力団又は同条第２号に規定する暴力団

員 

（4） 営業に関して必要な許認可等を取得する予定の無い者又は取得しない者 

(5) 住所地の市町村税を滞納しているもの｡ 

(6) その他本市が補助金を交付するにあたり､社会的な信頼性又は公平性を損

なうおそれがある者 

 

（補助事業） 

第３条 補助金の交付対象となる補助事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の

各号すべてに該当するものをいう。 



（１） 小売業、飲食業又はサービス業であって、商業エリアの活性化に寄与するも

の 

（２） 店舗開業後１年以上継続して事業を行う見込みがあるもの 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するものは補助対象事業

の対象としない。 

（１） 特定の消費者を対象として営業活動をするもので、営業時間が極めて限定

的なもの 

（２） 訪問販売、カタログ販売、ネット販売、移動販売などを主とする無店舗小売業

若しくはスナック等のアルコール類の提供が主となる営業の類に該当するもの

又はカラオケ、ダンス若しくは接客サービスなど遊興飲食させる営業の類に該当

するもの 

（３） 管理事務所、倉庫、車庫、病院、診療所、介護老人保健施設、調剤薬局、鍼

灸接骨院等の医療関係施設又は介護福祉関係施設の類に該当するもの 

（４） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の対象となる営業の類

に該当するもの 

（５） 公序良俗に反する事業や青少年の健全育成を阻害するおそれのある営業の

類に該当するもの 

（６） 店舗の転貸の類に該当するもの 

（７） その他市長が不適切と認めるもの 

 

 （補助対象経費及び補助金の額） 

第３条 補助金の交付の対象となる経費(以下｢補助対象経費｣という｡)は別表のと

おりとする。ただし、経費における消費税及び地方消費税相当額を除く。 

2 補助対象期間は第５条に規定する交付決定を受けた日の属する月から令和７年



２月 28 日までの期間とする。ただし、令和 6 年 3 月 31 日以前に賃借契約又は売

買契約を締結した事業については交付対象とならない｡ 

3 補助金の額は補助対象経費の総額に 2 分の 1 を乗じて得た額とし、1 事業者に

つき 150 万円を上限とする｡ただし１，０００円未満の端数があるときは、これを切り

捨てるものとする。 

 

（交付の申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、生駒市商業エ

リア新規出店チャレンジ応援事業補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる

書類を添えて令和６年７月３１日までに市長に提出しなければならない。 

(1) 事業計画書(様式第 2 号) 

(2) 補助金受給誓約書(様式第 3 号) 

(3) その他市長が指定する書類 

 

（交付の決定） 

第５条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し､補助金を

交付すべきものと認めるときは、速やかに補助金の交付を決定し、当該申請者に

通知するものとする｡この場合において、市長が補助金の交付の目的を達成する

ために必要があると認めるときは、条件を付することができる。 

 

(申請の取り下げ) 

第 6 条 前条の規定による通知を受けたもの（以下「補助事業者」という。）は、交付の

決定の内容又はこれに付された条件に不服があり、補助金の交付の申請を取り下

げようとするときは当該通知を受けた日の翌日から起算して 14 日以内に補助金



交付取り下げ申請書(様式第 4 号)を市長に提出しなければならない。 

2 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金等の交

付の決定は、なかったものとみなす｡ 

 

(指示及び検査) 

第 7 条 市長は、補助事業者に対し、必要な指示をし、又は書類、帳簿等の検査を行

うことができる。 

 

（実績報告） 

第８条 補助対象者は､事業を完了した日から起算して３０日を経過した日又は令和

７年２月２８日のいずれか早い日までに、生駒市商業エリア新規出店チャレンジ応

援事業補助金実績報告書（様式第 5 号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出し

なければならない。 

(1) 補助対象経費に対する領収書及び契約書の写し  

(2) その他市長が必要と認める書類 

 

（額の確定） 

第９条 市長は、前条の規定による報告を受けた場合において、実績報告書等の書

類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業の成

果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかど

うかを調査し、適合すると認めるときは交付すべき補助金の額を確定し､補助金額

確定通知書（様式第６号）により補助事業者に通知するものとする｡ 

 

(変更の申請等) 



第 10 条 補助事業者は、補助金の交付決定額、補助事業の内容又は補助対象経費

の配分の 変更を必要とするときは、あらかじめ補助金交付決定内容変更承認申

請書（様式第７号）に市長が必要と認める書類を添えて市長に提出しなければなら

ない。 

２ 市長は、前項の規定による申請に対する交付の決定については、第５条の規定を

準用する。 

 

（補助金の交付の請求） 

第１１条 第９条の規定による通知を受けた補助事業者が補助金の交付を受けようと

するときは、生駒市商業エリア新規出店チャレンジ応援事業補助金請求書（様式第

８号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、補助事業者から前項の規定に基づく請求があったときは､補助事業者に

対し補助金を交付するものとする。 

 

（交付決定の取消し等） 

第１２条 市長は、第５条の通知を受けた補助事業者が次の各号のいずれかに該当

すると認めるときは、その交付決定を取り消し、又は交付した補助金の全部若しく

は一部の返還を命ずることができる。 

（１） 偽りその他不正な手段により、補助金の交付の決定又は交付を受けたとき。 

（２） 補助金の交付を受けた日から１年を経過する日までに、正当な理由なく当該

店舗を移設し、縮小し、休止し、又は廃止したとき。 

（３） 前２号に定めるもののほか、補助金を交付することが不適当であると市長が

認めるとき。 

 

（財産の管理等） 



第 13 条 補助事業者は、補助事業により 10 万円以上の価格で取得し、又は効用が

10 万円以上増加した財産（以下「取得財産」という｡)について、固定資産台帳等に

よって管理し、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令１５

号）に定める期間を超えるまでに処分（補助の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、

貸し付け、又は担保に供することをいう。以下同じ。）をする場合は事前に市長の

承認を受けなければならない。 

２ 補助事業者は、補助事業によって取得したすべての財産について、補助事業の完

了後においても、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運

用を図らなければならない。 

３ 市長の承認を受けて取得財産を処分することにより、収入があったときは、市長は

補助事業者に対し、その収入の全部又は一部を市に納付させることができる。 

 

（施行の細目） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年 8 月１日から施行する。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和７年５月３１日限り、その効力を失う。ただし、第 12 条及び第 13

条の規定については、この要綱の失効後もなおその効力を有する。 

附 則 

（施行期日） 

 この要綱は、令和６年６月１日から施行する。 



別表 

補助対象

経費 
区分 概要 

店舗賃借

料（店舗部

分の賃借

に直接的

に支払う

費用） 

対象とな

る経費 

店舗部分及び来客用駐車場の賃借料（賃借料に上記以外に係

るものが含まれている場合は面積で按分した該当部分のみを

対象とする） 

対象とな

らない経

費 

・契約にあたり支払った敷金、礼金、保証金、仲介手数料 

・管理費、事業者用駐車場代、共益費、光熱水費 

・各種手数料 

店舗改装

費（開業の

ために最

低限必要

となる店舗

部分の内

装工事費、

ファサード

整備費） 

対象とな

る経費 

・対象となる経費は外注した改装に係る費用とする 

・内装工事に係る費用には給排水設備、電気、空調、ガス配管

外注工事費用を含む（工事対象に店舗以外が含まれている

場合は面積で按分した店舗部分のみを対象とする） 

・ファサード整備費用は工事にかかる費用とする 

対象とな

らない経

費 

・各種手数料 

・改装工事と一体的に施工するものであるが、建物の構造に影

響を与える工事 

・改装工事と一体的に施工するものであるが、必要以上に高価

な照明や看板 

・店舗への水道、電気、ガスの引き込み工事費用 

備品購入

費 

対象とな

る経費 

・事業の開始にあたり最低限必要な什器・備品の購入、リース、

移設及び廃棄に係る費用（購入の場合は１点税込み 10 万円

以上の備品に限る） 

対象とな

らない経

費 

・補助対象事業以外にも利用する什器・備品の購入・リースに係

る費用 

広告費 

対象とな

る経費 

・店舗のホームページやチラシの作成・ポスティングに係る外注

費 

・メディアに支払う広告掲載料 

対象とな

らない経

費 

・EC サイトの出展料 

・店舗の PR 以外を目的とする広告費用 



 


